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貸借対照表 
（2016 年 3 月 31 日現在） 

       （単位：百万円） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

前 払 費 用 

短 期 貸 付 金 

未 収 金 

寄 託 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

 有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

 無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

その他の無形固定資産 

 投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

差 入 敷 金 ・ 保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 投 資 

貸 倒 引 当 金 

 

７７，５３０ 

１，８６８ 

１，８３７ 

３，３８７ 

６０２ 

１２４ 

６７，３２８ 

２，２６８ 

１３２ 

△ ２０ 

３０，０４９ 

１８，５３５ 

２，９３７ 

１，７６８ 

１２，１３７ 

０ 

５８３ 

１，１０６ 

０ 

１，３４０ 

１，２７２ 

６７ 

１０，１７３ 

４３９ 

７１９ 

５，５６６ 

３，１４３ 

３４０ 

△ ３７ 

      

 

流 動 負 債 

買 掛 金 

リ ー ス 債 務 

未 払 金  

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

前 受 金 

預 り 金 

固 定 負 債 

預 り 敷 金 ・ 保 証 金 

リ ー ス 債 務 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

資 産 除 去 債 務 

 

 

 

３６，０８５ 

８９０ 

３，０５０ 

５，５４９ 

４，８４４ 

４，００２ 

２，２６５ 

１５，４８３ 

１９，０６２ 

１，３３５ 

６，９４１ 

９，２７９ 

３９ 

１，４６７ 

 

 

 

負 債 合 計 ５５，１４８ 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資   本   金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

 そ の 他 利 益 剰 余 金  

繰 越 利 益 剰 余 金 

)  

 

評価･換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

土 地 再 評 価 差 額 金 

 

５４，４９９ 

２０，０００ 

９，３５７ 

５，７１２ 

３，６４４ 

２５，１４１ 

２５，１４１ 

２５，１４１ 

 

 

△ ２，０６７ 

８０ 

△ ２，１４７ 

 

純 資 産 合 計 ５２，４３１ 

資 産 合 計 １０７，５８０ 負債・純資産合計 １０７，５８０ 



 

- 2 - 

 

損益計算書  

（自 2015 年 4 月１日 至 2016 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円） 

売 上 高 

仲 介 収 益 

リ パ ー ク 収 益 

そ の 他 の 収 益 

１１８，１０５ 

     ５８，８３４ 

５４，３１５ 

４，９５６ 

売 上 原 価 ９６，２６７ 

売 上 総 利 益 ２１，８３８ 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ６，０５５ 

営 業 利 益 １５，７８２ 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 

そ の 他 の 営 業 外 収 益 

１，０６６ 

９８８ 

７７ 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 

損 害 賠 償 金 

そ の 他 の 営 業 外 費 用 

３３７ 

１９９ 

１０３ 

３４ 

経 常 利 益 １６，５１１ 

特 別 利 益  

投 資 有 価 証 券 清 算 益 

３００ 

３００ 

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 売 却 損 

１７１ 

１７１ 

税 引 前 当 期 純 利 益 １６，６４０ 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

５，６８５ 

△７２ 

当 期 純 利 益 １１，０２７ 

  



 

- 3 - 

 

【個別注記表】 

 

（重要な会計方針） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式･･･移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの･･･ 決算日前 1 ヶ月の市場価格の平均による時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの･･･ 移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。但し、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物付属設

備を除く）については、定額法を採用しております。なお、取得価額 10 万円以上 20 万

円未満の資産については、3年間で均等償却する方法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 3 ～ 50 年 

構築物 3 ～ 45 年 

機械及び装置 3 ～ 17 年 

車両運搬具 

工具、器具及び備品 

 

2 

 

～ 

 3  

20 

年 

年 

(2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額

法によっております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、

リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のもの

は零としております。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

主として、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当決算日において発生していると認められる額を計上しております。 

(ア)退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準を採用しております。 

(イ)数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理年数 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主

として 10年）による定額法により処理することとしております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として 10 年）による定額法により、翌期から処理することとしております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づき計算した決算日要支給額を引当計

上しております。 
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４．その他 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。    

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額         20,720 百万円 

２．保証債務 

住宅ローン保証債務                        64 百万円 

住宅ローン保証予約                 1,320 百万円 

３． 関係会社に対する金銭債権及び債務 

短期金銭債権                                  68,486 百万円 

長期金銭債権                                   1,296 百万円 

短期金銭債務                                8,601 百万円 

長期金銭債務                   34 百万円 

４． 土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律」（1998 年 3 月 31 日公布法律第 34号）に基づき、2002 年 3

月 31 日に事業用土地の再評価を行っております。 

なお、再評価差額については、「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

(1)再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（1998 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2条第 5

号に定める不動産鑑定士または不動産鑑定士補による鑑定評価により算出しております。 

(2)再評価を行った年月日 

2002 年 3月 31 日 

(3)再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

12 百万円 

 

（損益計算書に関する注記） 

１．リパーク収益は主に時間貸し及び月極の駐車場事業による収益であります。 

２．関係会社との取引高 

営業収入                                  1,733 百万円 

営業費用                                   2,135 百万円 

営業取引以外の取引高                                978 百万円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式に関する事項                        （単位：株） 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 400,000 － － 400,000 

 

２．配当に関する事項 

(1)当事業年度中に行った剰余金の配当 

決議 
株式の 

種類 
配当の原資 

配当金の 

総額 

(百万円) 

１株当たりの 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2015年6月23日 

定時株主総会 
普通株式 

利益 

剰余金 
6,887 17,219 2015年3月31日 2015年6月24日 
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 (2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 
株式の 

種類 
配当の原資 

配当金の 

総額 

(百万円) 

１株当たりの 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2016年6月27日 

定時株主総会 
普通株式 

利益 

剰余金 
（注） （注） 2016年3月31日 2016年6月28日 

（注）配当金の総額及び 1株当たりの配当額については未定であります。 

 

（税効果会計に関する注記） 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

＜繰延税金資産＞ 

退職給付引当金 2,842 百万円 

未払賞与・法定福利費 1,314 百万円 

仲介手数料前受金 581 百万円 

土地再評価差額金 657 百万円 

資産除去債務 635 百万円 

固定資産評価損 384 百万円 

未払事業税 336 百万円 

貸倒引当金 17 百万円 

その他 127 百万円 

繰延税金資産 小計 6,897 百万円 

評価性引当額 △1,068 百万円 

繰延税金資産 合計 5,829 百万円 

  

＜繰延税金負債＞ 

有形固定資産（除去費用） 381 百万円 

その他有価証券評価差額金 35 百万円 

繰延税金負債 合計 416 百万円 

繰延税金資産の純額 5,412 百万円 

  

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目の内

訳 

法定実効税率 33.06％ 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.66％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.77％ 

法人住民税均等割 0.60％ 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.72％ 

その他 △0.54％ 

小計 0.67％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.73％ 
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３． 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（2016 年法律第 15 号）及び「地方税法等の一部を改

正する等の法律」（2016 年法律第 13 号）が 2016 年 3 月 29 日に国会で成立し、2016 年 4 月 1

日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに

伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の 32.34％から

2016 年 4月 1 日に開始する事業年度及び 2017 年 4 月 1日に開始する事業年度に解消が見込

まれる一時差異等については 30.86％に、2018 年 4 月 1日に開始する事業年度以降に解消が

見込まれる一時差異等については、30.62％となります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は 284

百万円減少し、法人税等調整額が 286 百万円、その他有価証券評価差額金が 2百万円、それ

ぞれ増加しております。 

 

（退職給付に関する注記） 

１． 退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を採用しており、

確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けております。 

 

２． 確定給付制度 

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務                                    30,002 百万円 

 勤務費用 1,375 百万円 

利息費用 484 百万円 

数理計算上の差異の発生額 5,816 百万円 

退職給付の支払額 △785 百万円 

期末における退職給付債務 36,893 百万円 

  

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産 20,352 百万円 

 期待運用収益 366 百万円 

 数理計算上の差異の発生額 △970 百万円 

 事業主からの拠出金 575 百万円 

 従業者からの拠出金 115 百万円 

 退職給付の支払額 △531 百万円 

期末における年金資産 19,908 百万円 

  

(3) 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用

の調整表 

積立型制度の退職給付債務 31,423 百万円 

年金資産 △19,908 百万円 

 11,515 百万円 

非積立型制度の退職給付債務 5,469 百万円 

未積立退職給付債務 16,985 百万円 

未認識数理計算上の差異 △7,854 百万円 

未認識過去勤務費用 148 百万円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 9,279 百万円 
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(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

勤務費用 1,260 百万円 

利息費用 484 百万円 

期待運用収益 △366 百万円 

数理計算上の差異の費用処理額 636 百万円 

過去勤務費用の費用処理額 △27 百万円 

確定給付制度に係る退職給付費用 1,986 百万円 

  

(5) 年金資産に関する事項 

①年金資産の主な内訳 

債券 21.5％ 

株式 21.7％ 

現金及び預金 9.8％ 

生保一般勘定 8.4％ 

不動産ファンド 13.4％ 

その他 25.2％ 

合計 100.0％ 

  

②長期期待運用収益率の設定方法 

  現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及

び将来期待される長期の運用率を考慮して設定しております。 

 

(6) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎 

割引率     主として 0.8％（注） 

長期期待運用収益率     1.8％ 

（注）当事業年度の期首時点の計算において適用した割引率は主として 1.8%でありまし

たが、期末時点において割引率の再検討を行った結果、割引率の変更により退職

給付債務の額に重要な影響を及ぼすと判断し、割引率を主として 0.8%に変更して

おります。 

 

３． 確定拠出制度 

当社の確定拠出制度への要拠出額は、131 百万円であります。 

 

 

（金融商品に関する注記） 

１． 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等及びグループ金融に限定し、資金調達につい

てもグループ金融によっております。 

また、投資有価証券は主に株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行

っております。 
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２． 金融商品の時価等に関する事項 

2016 年 3月 31 日（当事業年度決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、以下のとおりであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません

（（注２）参照）。 
（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金及び預金 1,868 1,868 － 
(2)売掛金 1,837 1,837 － 
(3)短期貸付金 602 602 － 
(4)未収金 124 124 － 
(5)寄託金 67,328 67,328 － 
(6)投資有価証券 

その他有価証券 
 

423 

 

423 

 

－ 

資産計 72,185 72,185 － 

(1)買掛金 890                                       890 － 
(2)未払金    5,549    5,549 － 
(3)預り金  15,483  15,483 － 
(4)リース債務    9,991 9,990 △1 

負債計 31,914 31,913 △1 

（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券取引に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金、(2)売掛金、(3)短期貸付金、(4)未収金、(5)寄託金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該 

帳簿価額によっております。 

(6) 投資有価証券 

投資有価証券の時価については、株式は取引所の価額によっております。 

なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する取得原価と

貸借対照表計上額との差額は以下のとおりであります。 
（単位：百万円） 

 種 類 取得原価 貸借対照表計上額 差 額 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 
株式 306 423 116 

 

負債 

(1) 買掛金、(2) 未払金、(3) 預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 
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(4) リース債務 

リース債務の時価については、元利金の合計額を、残存期間にあわせて同様のリ

ース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており

ます。 

リース債務返済予定     （単位：百万円） 

1 年以内 
1 年超 

2 年以内 

2 年超 

3 年以内 

3 年超 

4 年以内 

4 年超 

5 年以内 
5 年超 

3,050 2,487 1,858 1,402 886 306 

      

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

  （単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

関係会社株式以外の非上場株式 16 

子 会 社 株 式 585 

関 連 会 社 株 式 134 

差 入 敷 金 ・ 保 証 金 5,566 

預 り 敷 金 ・ 保 証 金 1,335 

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること

ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象に

しておりません。また、関係会社株式以外の非上場株式は「(6)投資有価証券」には

含めておりません。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社及び法人主要株主等                                                 （単位：百万円） 

種類 

会社等 

の 

名称 

所在地 

資本金 

又は 

出資金 

事業

の 

内容 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合 

関連当事者との関係 
取引の 

内容 
取引金額 科目 期末残高 

役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

親会社 
三井 

不動産㈱ 

東京都 

中央区 
339,766 

総合 

不動

産 

(被所有) 

直接

100% 

兼任 

1 人 

同社から

の事務所 

の賃借 

資金の 

寄託 

（注１） 

59,790 寄託金 67,328 

建物等の

賃借 

（注２） 

1,047 
差入敷金・

保証金 
1,296 

利息の 

受取 
145 

その他の 

流動資産 
56 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注１）資金の寄託に係る取引金額については、当事業年度中における取引開始日以降の寄託金の平均残高を記載し  

    ております。 

親会社への資金の寄託については、「三井不動産グループ・キャッシュマネージメントサービス運営委託基本

契約書」の定めによっており、利率は市場利率を勘案して合理的に決定しております。 

（注２）建物等の賃借等の取引条件については、近隣の賃料等を参考に決定しております。  
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２．子会社等                                  （単位：百万円） 

種類 
会社等の 

名称 
所在地 

資本金 

又は 

出資金 

事業 

の 

内容 

議決権等 

の所有

(被所有)

割合 

関連当事者との関係 
取引の 

内容 

取引

金額 
科目 期末残高 

役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

子会社 

三井不動産

リアルティ 

札幌㈱ 

札幌市 

中央区 
100 

不動産 

仲介等 

所有 

直接

100% 

兼任 

1 人 

不動産売

買仲介の

業務委託 

資金の預り

（注） 
1,077 預り金 1,004 

利息の支払 0 未払費用 0 

子会社 

三井不動産

リアルティ 

東北㈱ 

仙台市 

青葉区 
100 

不動産 

仲介等 

所有 

直接

100% 

兼任 

1 人 

不動産売

買仲介の

業務委託 

資金の預り

（注） 
1,238 預り金 1,691 

利息の支払 0 未払費用 0 

子会社 

三井不動産

リアルティ 

中国㈱ 

広島市 

中区 
100 

不動産 

仲介等 

所有 

直接

100% 

兼任 

1 人 

不動産売

買仲介の

業務委託 

資金の預り

（注） 
1,440 預り金 3,522 

利息の支払 0 未払費用 0 

子会社 

三井不動産

リアルティ 

九州㈱ 

福岡市 

中央区 
100 

不動産 

仲介等 

所有 

直接

100% 

兼任 

1 人 

不動産売

買仲介の

業務委託 

資金の預り

（注） 
1,942 預り金 1,728 

利息の支払 0 未払費用 0 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注） 資金の預りに係る取引金額については、当事業年度中における取引開始日以降の預り金の平均残高を記載して

おります。 

子会社からの資金の預りについては、「三井不動産リアルティグループ・キャッシュマネージメントサービス運

営委託基本契約書」の定めによっており、利率は市場利率を勘案して合理的に決定しております。 

 

３．兄弟会社等                                 （単位：百万円） 

種類 
会社等の 

名称 
所在地 

資本金 

又は 

出資金 

事業 

の 

内容 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合 

 

関連当事者との関係 取引の 

内容 
取引金額 科目 期末残高 

役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

親会社

の 

子会社 

三井不動産 

ﾛｰﾝ保証㈱ 

東京都 

中央区 
100 

住宅ﾛｰﾝ

保証業務 
なし なし 

保証 

予約 

保証予約 

(注) 
1,320 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注） 顧客の住宅ローン債務につき、三井不動産ローン保証㈱が金融機関に対して行う債務保証の一部に対して 

当社が保証予約を行ったものです。 

 

４．役員及び個人株主等 

該当の取引はありません。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たりの当期純利益 27,568 円 36 銭 

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載 

しておりません。 

２．１株当たりの純資産額                                   131,079 円 89 銭 

 


